
13　広報西ノ島 11月号

01．職員の給与と職員数の状況
①人件費の状況（普通会計決算）

区 分 住民基本台帳人口
（令和 7年1月1日）

歳 出 額
（Ａ）

人 件 費
（Ｂ）

人件費比率
（Ｂ）/（Ａ）

令和 6 年度 2,493 人 6,571,856 千円 707,832 千円 9.3%

②職員給与の状況（普通会計決算）

区 分 職員数
（Ａ）

給 与 費 一人当たり給与費
（Ｂ）/（Ａ）給 料 職員手当 期末・勤勉手当 計（Ｂ）

令和 6 年度 71 人 246,498 千円 32,726 千円 100,621 千円 379,845 千円 5,349 千円

③一般行政職の平均給料月額及び平均年齢状況
　（令和7年 4月1日現在）

区 分 西ノ島町
平均給料月額 300,120 円
平 均 年 齢 40.5 歳

④一般行政職の初任給の状況
　（令和7年 4月1日現在）
区 分 西ノ島町 国

大 学 卒 225,600 円 232,000 円
高 校 卒 200,300 円 200,300 円

⑤職員手当の状況（令和 6年度支給割合）
区 分 西ノ島町（国と同じ） 区 分 西ノ島町（国と同じ）

期末手当
6 月期 1.225 月分

扶養手当

配偶者 6,500 円
12 月期 1.275 月分 子 10,000 円

計 2.5 月分 父母等 6,500 円

勤勉手当
6 月期 1.025 月分 16 歳から22 歳の扶養親族加算 5,000 円

12 月期 1.075 月分

住居手当 借家

① 家賃が 16,000 円以上 27,000 円以下の
場合：家賃－16,000 円の金額

②家賃が 27,000 円を超える場合：
　（家賃－27,000 円）×1/2 ＋11,000 円
　ただし27,000 円を上限とする

2.1 月分

退職手当

区 分 自己都合 勧奨・定年
勤続 20 年 19.6695 月分 24.586875 月分
勤続 25 年 28.0395 月分 33.27075 月分
勤続 35 年 39.7575 月分 47.709 月分 通勤手当 2～5�㎞ 5～10�㎞ 10～15�㎞
最 高 限 度 47.709 月分 47.709 月分 2,000 円 4,200 円 7,100 円

（注）退職手当には、職務区分により調整額が加算されます。

⑥特別職の報酬等の状況（令和 6 年 4月1日現在）
区 分 給料・報酬月額

給 料
町長 690,000 円
副町長 587,000 円
教育長 533,000 円

報 酬
議長 249,000 円
副議長 207,000 円
議員 173,000 円

区 分 令和 6 年度支給割合

期末手当

町長
6 月期

12 月期
計

1.6
1.75
3.35

月分
月分
月分

副町長
教育長
議長
副議長
議員

⑦部門別職員数の状況 (各年 4月1日現在 )
区分

部門
職員数（人） 対前年増減数

（人）令和 6 年 令和 7年

一般行政

議会 2 2 0
総務 21 21 0
税務 3 3 0
民生 21 22 1
衛生 5 4 ▲1
農水 4 5 1
商工 2 3 1
土木 5 5 0
小 計 63 65 2

特別行政 教育 6 10 4
小 計 6 10 4

普通会計合計 69 75 6

公営企業等

病院 1 1 0
水道 0 0 0
下水道 1 1 0
その他 1 1 0
小 計 3 3 0

総 合 計 72 78 6
（注）会計年度任用職員及び再任用職員を除いています。
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02．職員の任免に関する状況
①採用試験の状況（令和 7 年 4 月 2 日～令和 8 年 4 月 1 日採用）

職 種 受験者数（人） 採用者数（人）
一 般 事 務 15 5
保 育 士 3 1
社会福祉士 2 0
合 計 20 6

03．職員の勤務時間その他の勤務条件の状況
①一般職員の勤務時間の状況（令和 7 年 4 月 1 日現在）

1週間の正規の
勤務時間

1日の正規の
勤務時間 開始時刻 終了時刻 休 憩

38 時間 45分 7時間 45分 8：30 17：15 12：00～13：00

04．職員の分限及び懲戒処分の状況
①分限処分者数（令和 7 年度）
降 任 免 職 休 職 降 給
－ － 2 －

②懲戒処分者数（令和 7 年度）
戒 告 減 給 停 職 免 職 訓告等
－ － － － －

05．職員の服務の状況
①年次有給休暇の取得状況（令和 7 年 1 月 1 日～令和 7 年 12 月 31 日）
総付与日数（a） 総取得日数（b） 全対象職員数（c） 平均取得日数（b）/（c） 消化率（b）/（a）
2,562日 930.3日 72人 12.9日 36.3%

②育児休業の取得状況（令和 7 年 1 月 1 日～令和 7 年 12 月 31 日）
区 分 男性職員（人） 女性職員（人）

新たに育児休業を取得した者 0 1
前年から引き続いて取得している者 0 2

06．職員の研修及び勤務成績の評定の状況
① 研修の状況 （令和 7 年度）

研 修 名 研修回数（回） 受講者数（人） 備 考
階層別研修 6 18 島根県自治研修所
特 別 研 修 11 13 市町村事務組合

②勤務成績の評定状況：年 1 回　対象者：127人

07．職員の福祉及び利益の保護の状況
①職員のための福利厚生事業（令和 7 年度）

区 分 決 算 額 事 業 内 容
島根県市町村職員互助会 551千円 各種保健事業等
町 職 員福 利 厚生 費 1,054千円 職員の健康診断委託料、ストレスチェック手数料

②公務災害補償の状況（令和 7 年度）
区 分 認定件数（件）
公務災害 1
通勤災害 0

③職員の健康診断の状況（令和 7 年度）
区 分 受診者（人）
定期健康診断 56
人 間 ド ッ ク 19
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